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新興国レポート
中国が再び関税率の引き下げを決定
直近1年間で3度目の引き下げ
 中国政府は9月26日、海外から輸入する1,585品目の税率を11月1日から引き下げると決定。保護
主義を強める米国に対処する狙いがあると見られている。

 中国が今後更に関税率の引き下げを図ることとなれば、米中貿易摩擦が緩和し、世界経済の先行き
不透明感が後退する可能性も。

（審査確認番号2018 ‒ TB260）

図表1：米国と中国の平均関税率の推移
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出所）図表1は世界銀行、図表2はブルームバーグのデータをもとに
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 中国政府は9月26日、海外から輸入する機械類や紙製品等1,585品目の税率を11月1日から引き下げる
ことを決定しました。中国は2017年12月（対象187品目）と2018年7月（対象1,449品目）にも関税
の引き下げを行っており、直近1年間で3度目の引き下げとなります。今回の引き下げにより、中国の平
均関税率は2017年の9.8％から7.5％まで下がります。主な分類ごとの平均税率は、工作機械等の機械
設備が12.2％から8.8％に、紡績品・建材が11.5％から8.4％に、紙製品が6.6％から5.4％となります。
尚、関税下げ対象1,585品目のリストは公表していません。中国政府は、2018年に入ってからの2回の
引き下げにより、企業や消費者の関税負担が600億人民元（約1兆円）減るとしています。

 米中の貿易摩擦は一段とエスカレートする様相を呈し始めています。9月24日時点で、これまでに米国
は計2,500億ドル（約28兆円）分の中国製品に対して、中国は計1,100億ドル（約12兆円）分の米国製
品に対して関税の上乗せを発動しました。中国が連続して関税を引き下げる背景には、米国が保護主義
を強める中、関税の引き下げを積極的に行って自由貿易を守る姿勢をアピールする狙いや、米国との貿
易摩擦により影響を受ける国内製造業や家計を支援する目的があると見られています。トランプ大統領
は中国の平均関税率が米国に比べて高い点をたびたび批判しており、関税率引き下げを進めることでそ
の批判を和らげる狙いもあるものと思われます。

 今回の関税率の引き下げ決定や、MSCI（株価指数を算出している米国のモルガン・スタンレー・キャ
ピタル・ インターナショナル）がグローバル指数に組み入れられている中国の人民元建てＡ株のウェイ
トを来年から大幅に引き上げることを検討していると発表したこと等が支援材料となり、9月26日の上
海総合株価指数は8月1日以来約2ヵ月ぶりに2,800ポイント台を回復しました。

 2018年4～6月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（前年比）は6.7％と2016年7～9月期以来の水準
まで低下しています。中国政府が目標とする6.5％前後の成長率を上回ってはいるものの、今後は貿易
摩擦の影響等で減速感が強まる懸念もあります。経済や株価の動向等を睨みながら、中国政府は関税率
の更なる引き下げを行う可能性もあり、米国の関税率との差がより縮まることで米中貿易摩擦が緩和し、
世界経済の先行きに対する不透明感が後退することも考えられます。世界の株式市場にとっても支援材
料となりそうです。

図表2：上海総合株価指数の推移
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